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７月の豪雨は「令和２年７月豪雨」と名付けら
れ、死者80名以上、住家被害は１万8,000棟以上
を出した。昨年日本を襲った「令和元年東日本台
風」に続く甚大な被害となった。
日本は山や丘陵が多く、河川の傾斜が急で河口

までの距離も短いという地理的な特徴に加え、梅
雨期や台風期の豪雨という厳しい条件下にあり、
歴史的に水害が多い。しかも近年は、毎年のよう
に大規模な被害が生じている。図１は日本におけ
る水害被害総額の推移を示している。ダムなどの
治水インフラが一定程度整備されているにもかか
わらず、被害規模は拡大傾向にある。特に19年の
被害額は、津波を除いた水害被害額が統計開始以
来最大となった。
今年７月の豪雨は、偏西風の北上が遅れたこと

による梅雨前線の停滞や平年より南西に張り出し
た太平洋高気圧の影響により、日本に大量の水蒸
気が流入したことが原因とされる。もちろん要因
はこれだけではないだろうが、気候変動が大きく
影響していることは間違いない。気候変動が要因
であるなら、線状降水帯や大型の台風は毎年のよ
うに発生し襲来すると想定して対応していかなけ
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利水ダムを治水に活用せよ

　豪雨常態化時代の洪水対策

2020年７月、熊本県を始めとした九州地方や中部地方で集中豪雨が発生した。日本では、線状
降水帯やスーパー台風などが襲来する頻度は高まっており、毎年のように豪雨による被害が発生
している。豪雨が常態化しているのであれば、これまでの治水手法を見直し、既存のインフラを
積極的に活用することが求められる。
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ればならない。温室効果ガス削減などの気候変動
を抑制する取り組みも重要だが、今後は人類がこ
の気候に「適応」し、共存していくことも考えて
いかなければならないということである。
それでは、水害対策における適応とは具体的に
どのようなことだろうか。筆者はひとえに「治水
手法の見直し」であると考えている。とりわけ治
水効果が大きく、数多く建設されてきたダムや遊
水池の有効活用が最も期待される治水の手段と言
える。より大きな治水能力を持ったダムを建設す
ることも考えられるが、ダムの建設には長い時間
と巨額の費用を要し、当面の洪水リスクに対処す
ることはできない。そこで、ここでは既設ダムの
運用方法を改善することにより、台風や大雨の大
型化・高頻度化にどの程度対応できるのかについ
て論じたい。運用改善は単独のダムの運用方法に
とどまらず、分野の異なる複数のダムを連携して
運用するという観点が重要となる。

日本全国の水害被害額（2008～19年）図１
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６割のダムは水害対策に活用されず
ダムは目的により様々な種類がある。ここでは

洪水調節の治水機能などを有する「多目的ダム」、
農業用水や工業用水の補給、発電などの利水を目
的とする「利水ダム」の２つに分けて論じる。従
来、大雨などで河川に多量の水が流れないように
調節するための容量（洪水調節容量）を有する多
目的ダムで大雨に対応してきた。利水ダムは発電
などが目的であり、水害対策に利用できる貯水容
量も設備も整備されていない。
現在、全国には1460のダムがあり、多目的ダム
が562（主に国土交通省や道府県が管理者）、利水
ダムが898（主に電力会社などが管理者）となっ
ている。治水機能を有するのは多目的ダムで、利
水ダムは水害対策に活用されてこなかった。昨年
の台風被害を踏まえ、現在は一級河川における利
水ダムの洪水調節可能容量の確保が進み始めたが、
多くの利水ダムでは進んでいない。
利水ダム、とりわけ電力会社などが管理する発

電ダムは流域の上流に建設されているものが多い。
そして大型のものも多く、多量の出水が見込まれ
る場合に治水目的に利用することができれば、洪
水被害を未然に防ぐことができるかもしれない。
そこで、昨年の東日本台風襲来時の信濃川水系を
対象に既設ダム、とりわけ利水ダムの活用による
治水効果について検証した。対象の水系及びダム
は、台風の影響を受けた水系であること、多目的
ダムが整備されている水系であること、同じ水系
に大型の利水ダム（発電ダム）が整備されている
ことの３条件を満たす水系とした。多目的ダムと
利水ダムの連携の効果が分かりやすい地域である
ことも信濃川水系を対象に選んだ理由である。
信濃川水系では大小多くのダムや貯水池が整備

されており、代表的なものは高瀬川の大町ダム、
高瀬ダム、七倉ダムである。大町ダムは治水機能
を有する多目的ダム、高瀬ダム及び七倉ダムは東
京電力が所管する大型の利水（発電）ダムである。
利水や治水に利用できるダムの容量（有効貯水容
量）は、大町ダムが2,890万m3、高瀬ダムは1,620
万m3、七倉ダムは1,620万m3で、３ダムの合計有効

貯水容量は6,130万m3である。
利水ダム活用による治水効果を検証するにあた
り、高瀬川における「最悪のリスクシナリオ」を
もとに検証したい。ここでいう最悪のリスクシナ
リオとは、大雨が高頻度で襲来することである。
昨今の台風の大型化や大雨の高頻度化を考えると、
短期間に同じ水系に大雨が複数回襲来した場合に
対応できるか、という観点が重要なためだ。

短期間で再度襲来すると下流で洪水発生へ
東日本台風が襲来した後、短期間（２週間程
度）に同じ水系に大雨が再度襲来することを想定
する。まず、多目的ダムである大町ダム単独で対
応した場合について検討する。東日本台風襲来時
における大町ダムの実際の運用状況は図２の通り。
台風は大雨を伴って10月12日から13日にかけて信
濃川水系に襲来した。大町ダムはそれに伴い放流
を開始し、以降流入量にあわせて放流を行った。
台風が過ぎ去った後も貯水量は徐々に増加してい
き、およそ３週間後には貯水率が９割を超えた。
ダム下流域への影響を可能な限り減らして洪水を
防ぐため、流入水を溜

た

めたことが分かる。
しかし、同規模の大雨が短期間で再度襲来する
というリスクシナリオが顕在化した場合、大町ダ
ムだけでは受け止めきれない。ダムの貯水量が十
分に減少する前に大雨が襲来した場合、ダムの決
壊を防ぐために緊急放流を行わざるを得なくなり、
下流域で洪水が発生する可能性がある。
それでは次に、同規模の大雨が２週間後に襲来
した場合の大町ダムの貯水量推移を確認する。貯

台風19号襲来前後における大町ダムの貯水量図２
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出所：国土交通省「川の防災情報」をもとに筆者作成
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水量変化の推定結果は図３の通り。大町ダム単独
で洪水調節を行う場合、第２波襲来後には貯水量
が3,860万m3に達し、有効貯水容量である2,890万
m3を大きく超えてしまう。つまり、約1,000万m3不
足する。この推計から、大雨を伴う台風や線状降
水帯が２週間程度の頻度で襲来した場合、多目的
ダム単独で水害を防ぐことは難しいことがわかる。
４週間後の襲来であったとしても約800万m3不足
する推計となり、同様に難しい。
裏を返せば、２週間後に同規模の大雨が襲来す

る場合、第１波による流入量の一部を吸収し不足
する1,000万m3以上の貯水容量を確保することが
できれば、洪水を防ぐことができる。そこで、利
水ダムである高瀬ダム及び七倉ダムを活用し、大
町ダムと連携することにより不足する貯水容量が
確保できるか検討した。
各利水ダムを活用するにあたり、前提条件を大

きく３つ設定する。
①�高瀬ダム及び七倉ダムでは第１波襲来前に放流
を実施してダムの水位を下げ、洪水調節容量を
確保すること。
②�大雨による流入水は大町ダム、高瀬ダム、七倉
ダムの３ダムで均等に貯水すること。
③�これらにより第２波襲来後も３ダムの合計貯水
量を有効貯水容量内に維持すること。
これらの条件に基づいて現実的な放流量や貯水

量で算出したところ、第１波襲来４日前から高瀬
ダム及び七倉ダムの放流を開始し、それぞれ690
万m3（２ダム合計1,380万m3）の容量を確保する
ことができれば第１波、第２波ともに耐え得るこ

とがわかった。推計結果を図４に示す。第１波襲
来４日前の10月８日に開始する放流量は20m3/秒
（172万m3/日）として計算した。第２波が２週
間後に襲来したとしても、３ダムの合計貯水量は
最大5,720万m3にとどめることができる。これは３
ダムの有効貯水容量の合計6,130万m3を下回り、十
分に対応可能であることがわかる。
このように、既設の利水ダムにおいて洪水調節
容量を確保し大雨襲来前に放流を行うことができ
れば、大きな治水効果が得られる。大型台風や線
状降水帯が高頻度で発生・襲来するというリスク
シナリオにも対応できるかもしれない。ただし、
そのためには第１波襲来の４日（もしくはそれ以
上）前から各利水ダムの放流を開始し、大幅に水
位を下げておくことが大前提となる。このため、
気象予測が重要となる。また、大雨が襲来しなか
った場合、ダムの管理者が大きな経済的損失を被
ることとなる。大雨襲来に備え利水ダムの水位を
下げることにより生じる経済的リスクを軽減する
観点からも、正確な気象予測、水系への流入量予
測の技術が求められる。

一体的に制御・管理するシステム構築を
利水ダムの治水利用を実現するためには、様々
な施策が必要となる。
まず、多目的ダムと利水ダムの連携体制の構築
が必要である。特に、大型のダムを持つ電力会社
と国との連携が必須となる。水力発電ダムは高水
圧を得るために水系の最上流に建設される場合が
多く、高い治水効果が見込める。しかし、治水目

台風19号襲来2週間後に同規模の大雨が襲来した
場合の大町ダムの貯水量推移予測
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的でのダム運用には、ダム自体の運用ノウハウに
加え、降雨量の予測や河川管理者、流域自治体と
の連携に関する技術・知見・体制が必要となる。
そのための情報通信基盤も構築しなければならな
い。これまで国交省が治水に関する体制やシステ
ムの整備を進めてきたことを踏まえると、同省が
築いた体制やシステムに利水ダムを連携させるこ
とが効率的かつ確実であろう。その際には気象庁
などとの連携も含め、治水に関わるダムや各種デ
ータを一体的に制御・管理するシステム（統合制
御システム）を構築することが望ましい。
一方、電力会社が、電力需要が減少する中で規

制緩和による自由競争に晒
さら

されていることを踏ま
えると、電力会社にとってもメリットのある枠組
みが検討されるべきである。そのためには治水協
力に伴う損失の補塡のみならず、放流機能強化の
ための費用補塡、ダムや設備のメンテナンス・補
修の連携、ダムに堆積した土砂撤去費用の補塡な
ど、様々な角度から支援・協力すべきである。
上述の通り、これらの一部は政府が主導して進

めている。一級水系については、洪水調節機能の
強化や事前放流の実施方針などについて水系ごと
に治水協定が締結され、利水ダムの一部で洪水調
節可能容量を確保した。今年７月の豪雨でも、熊
本県の球磨川水系に整備されている全６ダムで治
水協力に関する協定が締結されたばかりだった。
だが、線状降水帯が突然発生したため、事前放流
は間に合わず実施されなかった。協定では、３日
前頃に大雨の襲来が予測された場合は利水ダムを
含む６ダムで事前放流を実施し、洪水調節容量を
確保することとなっていた。
線状降水帯の発生は予測が難しく、気象予測精

度などに課題が残る。気象庁や内閣府、大学研究
機関で研究が進められているが、的中させるのは
至難の業である。利水ダムを治水目的に利用した
ことに伴う損失を最小にするためにも、予測精度
向上は欠かせず、今後の技術発展に期待したい。

利水ダム、国負担で改修費補塡を
最後に、ダムの機能向上が必要である。利水ダ

ムの中には、放流設備の位置や有無など構造上の
制約から十分な洪水調節容量を確保できないダム
も多い。洪水調節容量が確保できる場合でも放流
設備の改修などが必要になるだろう。十分な放流
設備が整備されていない場合、かなり前もって放
流を開始しなければ水位を下げられない。将来的
な流水量や大雨の発生頻度の増大を踏まえ、こう
した改修を行う際には電力会社の負担とならない
よう、国負担で改修費を補塡することを前提とす
べきである。また、多目的ダムにおいても洪水調
節容量を増加させるために取水口の位置を下げる
改修や堆砂除去などが必要になるダムもある。
気候変動対応を踏まえたエネルギーシステムの
構築における水力発電の重要性を考えると、利水
ダムの治水利用によって失われる可能性のある水
力発電の発電量を補完するための対策も必要であ
る。そのために、多目的ダム側において発電機能
の追加・増強の可能性を検討すべきである。
既設ダムをフル活用するためには、政策や技術、
体制など様々な観点からの施策が必要となる。加
えて、「リスクマネジメント」の視点を変えてい
かなければならない。これまでのように過去の統
計データに基づく予測や対策ではなく、最悪のリ
スクシナリオを想定し対応するリスクマネジメン
トが望ましい。昨今の災害でよく耳にする「50年
に１度」「観測史上最大」と言った言葉に代表さ
れるように、これまでの統計データに頼る対応で
はなく、最悪のシナリオを検討して対応しなけれ
ば気候変動への適応は難しい。
ダムによる治水は新たな局面を迎えている。冒

頭に述べたように、日本には利水ダムが898ある。
全てのダムの貯水能力を治水に利用するのは難し
いが、一部でも洪水調節に利用できれば水害のリ
スクは減らせるはずである。
近年の台風や大雨の発生状況を考えると、最悪
のリスクシナリオが現実化する可能性は決して低
いとは言えない。それを回避するためにも、短期
間の取り組みで水害対策の効果が期待できる利水
ダムの活用、各ダム間の連携、そのための体制構
築を急がなければならない。� G


